第１号様式

　　年　　月　　日

企画提案提出書

茨城県知事　大井川　和彦　殿

住所

商号又は名称

代表者氏名

この業務を受託したいので、関係書類を下記のとおり提出します。

記

１　業務名称

　　令和６年度ベンチャー企業海外展開支援事業業務委託

２　企画提案提出書の記載責任者・連絡者
	氏名
	

	所属
	

	電話番号
	

	Ｅ－ＭＡＩＬ
	

	ＦＡＸ
	


３　提出書類
１　事業企画書（別紙１）

２　提案者概要（別紙２）　※提案者が作成している会社概要等により代用可能

３　事業に係る経費の見積書

４　その他参考資料

別紙１
事　業　企　画　書

１　目指すべき成果等

　　　本事業の受託を目指す貴社の趣旨や目指すべき成果等についてＡ４任意様式により記載のうえ提出してください。

２　委託業務

　　　本事業に必要と思われる業務について、応募者が企画提案してください。

　　　但し、以下の項目については必ず記載してください。

（１）事業の全体像について

（２）スケジュールについて

（３）支援対象企業の募集、選定
（４）支援対象企業への事前指導

（５）海外でのアクセラレーションプログラムの実施
（６）再委託の有無及び予定
（７）類似業務実績

別紙２
提案者概要

１　会社概要
	 会社名称
	

	代表者氏名
	

	本社所在地
	〒



	支店の状況
	

	設立年月日
	　　　　　　　　　　年　　月　　日

	主な事業内容
	

	従業員数
	従業員数　　　　　名
うち常勤職員数　　　　名

	これまでの

主な活動内容
	

	ホームページ
	URL：

	備　考


	


第２号様式

　　年　　月　　日

資格要件に係る申立書

茨城県知事　大井川　和彦　殿

住所

商号又は名称

代表者氏名

茨城県が実施する令和６年度ベンチャー企業海外展開支援事業の企画提案競争の参加に要求される下記の資格要件を全て満たす者であることを申し立てます。

記

ア　茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項(平成８年茨城県告示第254号)に基づく茨城県物品調達等競争入札参加資格者として登録されているものであること。

イ　茨城県物品調達等登録指名停止基準に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。

ウ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者及び同条第２項の規定に基づく茨城県の入札への参加の制限を受けていない者であること。

エ　会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更生手続開始の申し立て又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基づく再生手続き開始の申し立てがなされていない者であること。

オ　茨城県税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

カ　本業務と同種又は類似の業務を受託した経験を有する者であること。

キ　茨城県暴力団排除条例(平成22年茨城県条例第36号)第２条第１号から第３号までに規定する者でないこと。
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